










































































(1) Pasinetti, L. L., "Rate of Profit and Income Distribution in Relation to the Rate 
of Economic Growth", ReviewザEconomicStudies, Vol. 29, 1962, pp. 267-279. 
12) 例えば，次の文献である。 Kemp,M. C.，“An Extension of the Neo-Keynesian 
Theory of Distribution”p Economic Record, Vol. 39, 1963, pp. 465-468. Soper, C. 
S., "An Extension of the Neo-Keynesian Theory of Distribution: A Comment’） 



















資本家の貯蓄性向 S（｝ と労働者の貯蓄性向 SL はともに一定で相異なってい
ると仮定すれば，
(5) S(} ＝与， SL=---/!-c
この仮定の下で（却式から，次の貯蓄画数が得られる。




(3) Kaldor, N.，“Alternative Theories of Distribution”， Review of Economic Stud1・es,
Vol. 23, 1955-56, pp. 83-100. 
(4) Kaldor, N.，“Capital Accumulation and Economic Growth", in Lutz, F. A. and 























の積に対応し， sー と長期的均衡条件n-s一一ーから直接導びかれるか- y K 
ら，投資比率は次式で示されるO
I K ω 一一＝n-y y 
この式で決定される投資比率の値は，潜在的に存在する生産諸要素の完全利
用を保証するO この場合， I=Kであるから，成長均衡を実現させるために必
K 要な資本の成長率一ーは労働人口の成長率nと一致する。すなわち，〕ご一＝ nK 
(5) Kaldor, N., op. cit., 1961, p. 194. 
G G (6) 総貯蓄性向 sがs>sa>sLの範囲に存在すれば，利潤分配率一ーは一一＞1となり，

















（ゆ SQミ一一＝一一〉y y 
あるいは，成長均衡は，労働人口の成長率nが2つの貯蓄性向から形成される
y y 











(7）例えば，次の文献である。 Allen,R. G. D., Macro-Economic Theory, 1967, p. 216; 
新開陽一，渡部経彦共訳，『現代経済学ーマクロ分析の理論上巻』、昭和43年， 266
頁。 Hemmer,H.-R.,,, Gleichgewichtiges Wachstum und Einkommensverteilung 
bei limitationalen Produktionsfaktoren“， Jahrbucher f必f NationalOkonomie und 




G Y G 凶式から， i＝一一＝一一一ーによって，均衡利子率Fが得られる。K K Y 
K ・・・－一一企 y -y 甲山
(16) i"f-＝つ7
I'I. :.g.-:,L 
































1¥1 ;}Q--;}L ’ ‘ 
械の場合には，総貯蓄率 sは均衡投資比率を上回る（ s >n予）から，
事後的な貨幣賃金率 Wは均衡貨幣賃金率 W＊ よりも小さし、。この差は次式で
示されるO
I ~ _ K¥ _ K ~ 
’ 一一一一ι H一一I Sa-- s ~ . -y I y . -y -
側 W＊＝τr ¥ - ｝＝τ7 くO
































均衡貨幣賃金率 W＊ が最低生存水準の貨幣賃金率 Wminよりも小さいとき
には，体系内の自動安定メカニズムの作用は，限定されることになるO この場
y 






















K 定 s一一＞n，あるし、は， s>nー ーで、あらわされる不均衡において，貨幣賃金y 
率が持続的に上昇すれば，労働所得に有利な所得再分配が生じる。この点から
みて，仮定 SG>sLの下で初期状態の貨幣賃金率Wが均衡貨幣賃金率 W＊を上







今度は逆に仮定 s－ くn の下では，労働供給の増加は貨幣賃金率を持続的K 















,. y ., 
依然として存続するo」の場合，仮定s一一＞nのときには， 利潤分配率は利潤K 


















































(24) Y = (GG十LG）十（GL+LL)




(25) S =sG(GG十LG)+sL(GL+LL) 
長期的成長均衡において，総貯蓄率 sと独立変数としての投資比率とが一致
するときには，次式が成立する0
(26) s G(}+ LG ' s GL十LL K 





















① so Go十soLo+sLG L =nK-s LLoj 
この式の両辺に －（sLGoj+sLGLi+sLGLj十sLLLi）を加えて，倒式を用いれば，
② so Go十soLo十sLGL-sLGoj = nK-sLY j十sLGLj十sLLLj
この式の両辺に （soLoi+soGoj）を加えて，①式を用いれば，
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sG+ }sL K 
r_ G l+j ’b y 
(29) －土＝長一旦＝k(l+ j)




Li . LG ny- 1十h
ー土＝J~＝j(l ＋めy y (kー j)(SG-SL)
機能的な所得分配率は，（29），側式から得られるo まず，総利潤分配率三トは
次式で示されるO








（＇、 y(} G（｝ ‘LG一流 y ~L 
ω 一一←ー＝一一一一十一一一一一一一一一一一一一一一－' Y Y Y S(}-SL 
労働者の資産所有に伴う総所得分配率手は，
K －－ Yr _ Gr ‘ Lr _ ~｝.， ,. Y 側、 一一一一一一十一一一





④ saY -saGL +sLGL-sLGaj+saGajニnK-sLYj+nKj
この式の両辺にんを乗じて，制式を用いて変形すれば，
⑤ -GL（ん－j)(sa-sL) ＝ん｛(nK-saY) + J(nK-sLY）｝，あるいは，
Grニ －k (nK-saY?+i(nK-sLY) 















される範囲内に存在するときには， G(},CL, LLおよび LGはし、ずれも正の値
であることがわかるO
K jキS,S（｝キSLのときには，均衡投資比率 n は存在条件としての意味をもy 
っその2つの値には依存しなし、。
SG十jsL:=: K :=: s9十ksL









。司 Soper,C. S., op. cit., p. 124. 
(13) Kemp, M. C., op. cit., p. 467. 
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／管 L k G ¥ 側 s=(SG-SL）（一一一一一十一一一一一）¥ 1十i y l+k y J 
K 総貯蓄率 sが均衡値 n－ー を上回れば，資本の成長率は，労働人口の成長率y 
をはるかに上回り，所与の条件の下で利潤分配率を持続的に低下させることに
なるO 均衡段階における反応についてみれば，総貯蓄率の低下は必要であるO
逆に， sく n与のときには， sが上昇して均衡に復することを仮定すれば，利
潤分配率は上昇するo 従って，均衡成長の安定性は，ω式を用いて「毛τ＞O
d（一立一i
が成立してはじめて成立するO ¥ y j 
「 （L ¥ I I d（一一一i ｜ 
倒 「4て＝ (SG-SL）~プι ； ！十一－~＞OI ¥ Y ! I f G ¥ I 1+i f G ¥ 1十kI dl-l I J d（一一一i ｜ 
¥YI L ¥Y/ J 
この式は，賃金分配率と利潤分配率が不均衡では反対の方向に変化するこ
f L ¥ dl-l ¥ y / 
と，従って， ：ρ ；＝ー 1となることを考慮すれば，次式のように書き換
di一三一 l¥ y j 
えることカミで、きるO
ds (sG-SL)(k-j) ω でー一一て＝ J >O 
d( _J乙l (1十j)(l十k)








② S（｝くSLのとき，かつ， k>jのときであるO この場合には，労働者は資
本家よりもなお一層資本家的な労働者となるO
この他のときの状態比すべて条件仲L, k~j の下で利潤分配率三子と






















14) Solow, R. M.，“Technical Change and the Aggregate Production Function”， 
Review of Economics and Statistics, Vol. 39, 1957, pp. 312-320. 
(15) Kaldor, N.，“A Model of Economic Growth’： Economic Journal, Vol. 67, 1957, 
pp. 591-624. これは Ditto,Essays on Economic Stability and Growth, 1960, pp. 
259-300，に所収されている。この註は， pp.264-270，による。技術進歩画数や生産
画数については，例えば， 次の文献で論じられている。 Black,]., "The technical 
Progress Function and the Production Function’： Economica, Vol. 29, 1962, pp. 
166-1 70. Kaldor, N. and Mirr lees, J. A.，“A New Model of Economic Growth’： 





























(16) Kaldor, N., op. cit., 1960, p. 264; Ditto，“Economic Growth and the Problem 




















dy 1 ( dr 1 ¥ 
似） --Lーっ~＝ F ＼－一一一）αz Y ¥ dt r I 
この式によれば，労働者1人当りの産出Yの成長率は資本生産性 fの成長率
の画数であるO 変数の聞に1次の関係があるとすれば，この画数はパラミター




dy 1 , ri11 ( dr 1 ¥ ω 一一 ＝α 十β1 一一一）dt Y r ¥ dt r / 
労働人口は時間の経過につれて一定の比率nで成長すると仮定すれば， ω式
は次式のように書き換えることができる。











倒 つ－－；－－－－－ n ＝一一一7 一y i一戸q













































（町＇） Kaldor, N.，“Alternative Theories of Distribution”， Review of Economic Studies, 
Vol. 23, 1955-56, pp. 83-100.これは， Ditto,Essays on Value and Distribution, 




I I Ge, ¥ ' , I Gt Gt-I ¥ It= (Yt-Yt-1）（α’リ一二_l_j寸戸（一一一一一一i





倒 Ke=a'Y十戸プ玄－Y , a'>O, f3'>0 (w) 
この式を時間 tで微分すれば，次式で示される投資画数が得られるO
dKe 1 dY 1 d ( G ¥ 
(50) fe ＝~＝勺J十戸 (ft〔z ) 
この式によれば，右辺の第1項に加速度原理の作用があらわれており，意図



















B. T.，“The Instability of Kaldorian Models", Oxford Economic Paρers, Vol. 21, 
1969, pp. 56-65. Allen, R. G. D., Macro-Economic Theory, 1967, p. 306；新聞陽
一，渡部経彦共訳，前掲書， 356頁o
(19) Kaldor, N., op. cit., p. 272, foot-note 1. 
















d fYt ¥ 











K f y ,.¥ 
倒 一一＝（一一－n一αfln11+ n K ¥ y J /3
' .- l(t+O) 
この式の資本ストックの成長率はK万アと一致するから， t十O期の純




I Y. ¥ K. 
倒 的十0)=¥ y「－ n -a~ )-jt--+nKt 
(51）式と（53）式を組み合わせるならば， t+O 期の巨視経済的な純投資を示す次
式が得られるO
一（yt λKt d ( Y ¥ 




















ることができる。① 加速度原理， ② ケインズ派の投資画数，③ Kaldor型の投
資画数。文献は割愛するo
(23) Kaldor, N.，“A Model of Economic Growth'', in Ditto, Essays on Economic 























について」，『国民経済雑誌.］， 第110巻，昭和39年11月， 37ー 55頁。同，「均衡発展の
現実性と持続性」，『国民経済雑誌J，第111巻，昭和40年2月， 56-73頁。同，「N.Kaldor 
の均衡成長 Model」，『理論経済学J],1965年8月， 1-8頁。 Yasui,T. , "The Long-
Run Equilibrium in Kaldor’s Growth Model’：『理論経済学J],1965年8月， 59-62
頁。伊賀隆，『蓄積と分配の基礎理論』，昭和42年， 186-197頁。 Bombach,G.…Von 
der Neoklassik zur modernen羽Tachstums-und Verteilungstheorie“， Sch叩.Z.f. 
¥lolks叩.u. Stat., Bd. 100, 1964, s. 399-427. Kubota, K., "A Re-examination of 
the Existence and Stability Propositions in Kaldor’s Growth Models’＇， Review of 
Economic Studies, Vol. 35, 1968, pp. 353-359, and Ditto，“A Comment on Kaldor’S 
Note円， Reviewof Economic Studies, Vol. 37, 1970, p. 9. McCallum, B. T., op. 
cit.. Champernowne, D. G., "The Stability of Kaldor’S 1957 Model", Review of 
Economic Studies, Vol. 38, 1971, pp. 47-62. 和田貞夫，『経済成長と資本の理論』，
昭和50年， 108-119頁。














Y K l-(311 E ー
αZ 
技術進歩に条件づけられ子生産性比率一一一ーを rに置き換えれ- 1-(3'' I 
y K . 















c 1 r x ¥ x2 , x 1 






-SL rt K ¥ K3 I K 1 K 制 SL十 1( 1十一一ト一一α’一一－｝＝一一＝~， L¥ K J Y己 y J y 
K K K で一一＝ ーーであるから，y K y 
( K ¥(K ¥2 -f I I I K l K 紛 (sG-SL)¥1 + ）（一一） j (sG-sL）αァ戸 卜－＋sL(3'=Q¥ K /¥ Y J l K J Y 
長期的均衡では資本の成長率は労働人口の成長率 n と技術進歩の上昇率 7
仰
の和 n+rに相当するから，制式は次式のように書き換えることができる。
( K ¥2 I 1 K 
側 (sG-SL)(l十n＋川了）-tcい山F十戸（n竹）1-y:---+sL(3'=Q 
K この式は資本係数 に関する 2次方程式であるO この式から資本係数の2y . 
!K¥ fK＼ 納つの解が得られるが，解の存在範囲は，（一一）>1, 1＞（一一一） >OであるO¥ y /1 ¥ y /2 u 
Yが1年間の産出水準をあらわすならば，資本係数は1よりもかなり大きな値
K であろう。この点からみれば，解 く1は尤もなものと思われる。さらに，y 
加速度係数として作用する値山心1であれ四（手）2 は条件（56）の下で
は負の利潤率になることを意味するo資本係数の正の値は，耕作）1>a'>l












いる。 Kaldor,N., op. citη1960, p. 286. 
(27) Kaldor, N., op. cit., 1960, p. 286, foot-note I. 
倒 Kaldor,N., "Some Fallacies in the Interpretation of Kaldor", Review of Econ-
omic Studies, Vol. 37, 1970, p. 1-8, especially p. 1. 
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(K¥ (Y¥ I (K¥ (Y¥ 
(71) ( ---;:;:-) -nく（一一一） -nくT あるいは （一一）く（一一）<r＇十n
















K y I 
仰 一一＝一一一＝r'









家の貯蓄性向 SGが労働者の貯蓄性向 SL よりも大きいという仮定の下では，
投資比率~_I が低下しない限り，利潤分配率一一一は次式によって低下しないG y 
- 29 -
であろう o




















(76) /31く（s(}-SL)(a' -SL) 






(30) Champernowne, D. G., op. cit., p. 54. 
(31) この場合の分析は K.Kubotaにみられる。 Kubota,K., op. cit., pp. 356-358. 
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[ Y l K d f Y (t) l 















一・ •• d f Y(t) [ 側 K(t十0)-K(t）十μ一一｜一一一i

















k.Ct十o)_ k.Ct）守ムさらに， 一一一一一ーか成止するから，制式に対して次式が得られK(t+e) K(t) 
るO
















倒 Kubota,R., op. cit., pp. 358ー 395.
(3) Kaldor, N., "Some Fallacies in the Interpretation of Kaldor’＇， Review of Economic 








d ( y ¥ 





































































(35) Kaldor, N.，“A Model of Economic Growth’： in Ditto, Essays on Economic 
Stability and Gro切th,1960, p. 285. Kaldorは分析上の理由で労働人口は一定とみ
なしている。













によって決定されるO しかし， Kaldorモデ、ルの定常状態，すなわち， 恒常的
成長が成立している状態の下では，中立的技術進歩が実現していなければなら
ないしまた，モデルそれ自体は完全雇用状態の下で資本家が投資意欲を持続
するような場合の分析に対してのみ適用することができる。 Kaldorモデ、ルの
安定メカニズムは，このようなモデ、ルの有効範囲とその成立諸要因の中で妥当
する安定メカニズムとなっているO
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